様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2024年　1月　19日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃめたるわん
一般事業主の氏名又は名称 株式会社メタルワン
（ふりがな）きたむら　けいすけ
（法人の場合）代表者の氏名 北村　京介 印 
住所　〒100-7032
東京都千代田区丸の内2-7-2 JPタワー
法人番号　9010401049321　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 メタルワンHP＞会社案内＞ごあいさつ
2 メタルワンHP＞DXへの取り組み

	公表日
	1 2023年　4月　3日
2 2024年　1月　17日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 https://www.mtlo.co.jp/company/message.html
2 https://www.mtlo.co.jp/dx/index.html

	記載内容抜粋
	1 メタルワンはこれからも鉄鋼製品の流通を通じて、新たな価値を創造し、社会や産業の発展に寄与する「変革」と「成長」を推し進めていきます。
2 脱炭素社会の到来や地政学リスクを鑑みたサプライチェーンの強靱化など、将来に向けて鉄鋼産業全体が取り組むべき課題が山積しています。その中で流通・加工を担う当社としては、今まで以上にデジタル技術を活用し、それをリアルのオペレーションと掛け合わせることで、自らも業態変革に挑戦しながら、高度化・複雑化する課題に応える新たな機能や価値を創造し、鉄鋼産業全体の競争力強化に貢献して参ります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1 取締役会で承認された内容を基に公開
2 取締役会で承認された内容を基に公開



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	メタルワンHP＞DXへの取り組み


	公表日
	　2024年　1月　17日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.mtlo.co.jp/dx/index.html


	記載内容抜粋
	高度化・複雑化する産業課題解決に向けた「変革」の柱として、メタルワングループ自身の商社・流通機能を強化するリーンオペレーションの実現と、お客様の課題を新たな価値提供によって解決するソリューションビジネスの展開という2本柱を掲げ、「業務オペレーションの自動化」「スマートシェアード」「Metal X」「Metal X UP」「データ基盤の構築」「基幹システムのグループ標準化」等の取組を推進。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認された内容を基に公開



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.mtlo.co.jp/dx/index.html
1 「DX推進体制」
2 「DX人材育成」

	記載内容抜粋
	1 社長以下、経営陣の大半を含むステアリングコミッティにて迅速な意思決定を行い、多数のプロジェクト・施策を横断的に連携・リードする中核組織としてCDO直轄のTMO(Transformation Management Office)を設置し、全社一体でのDXを推進しています。
2 メタルワンでは、DXを推進する人材の育成に力を入れています。単なるIT/デジタルスキルの獲得に留まらず、デジタルを活用した事業創造・変革を推進する人材を輩出すべく、育成プロブラムや成長を促す仕組みの構築を進めています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.mtlo.co.jp/dx/index.html
「IT・デジタル基盤の強化」

	記載内容抜粋
	「データ基盤の構築」
”リーンオペレーション・ソリューションビジネスを実現する土台として、グループとして保有するデータを1か所に集めて利活用が可能となるデータ基盤の構築を進めています。現在は、各種ダッシュボード構築の他、コード・マスタの標準化や自動読替・変換機能の構築を進め、活用可能なデータ範囲を順次拡張しています。”
「基幹システムのグループ標準化」
”商社としての加工・販売・会計業務をグループ一体となって効率化・標準化すべく、基幹システムのグループ標準化を進めています。非競争領域である会計領域では外部の標準パッケージを活用した徹底合理化を進め、競争領域である加工・販売領域ではメタルワングループのベストプラクティスを標準システムとして展開することで徹底的にリーンなシステム基盤の構築を目指しています。”



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	メタルワンHP＞DXへの取組


	公表日
	　2024年　1月　17日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.mtlo.co.jp/dx/index.html
「DX Vision」

	記載内容抜粋
	· リーンオペレーションでは、リーン化の達成度合いを測る指標として、業務量削減時間・資産圧縮額・事業損益インパクトを設定。
· ソリューションビジネスでは、新たなビジネスの達成度合いを測る指標として、お客様の課題を解決する新たなビジネスモデルの確立・事業損益インパクトを設定。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　2024年　1月　17日


	発信方法
	メタルワンHP＞DXへの取組にてCDOメッセージを発信
https://www.mtlo.co.jp/dx/index.html

	発信内容
	· デジタルとリアルを掛け合わせたDX戦略を推進し、自らの業態変革と共に鉄鋼産業全体の競争力強化にも貢献していきます
· 脱炭素社会の到来や地政学リスクを鑑みたサプライチェーンの強靱化など、将来に向けて鉄鋼産業全体が取り組むべき課題が山積しています。その中で流通・加工を担う当社としては、今まで以上にデジタル技術を活用し、それをリアルのオペレーションと掛け合わせることで、自らも業態変革に挑戦しながら、高度化・複雑化する課題に応える新たな機能や価値を創造し、鉄鋼産業全体の競争力強化に貢献して参ります。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　2023年　10月頃　～　2023年　12月頃

	実施内容
	DX推進指標自己診断フォーマットに基づき実施



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	1 2018年4月頃　～　継続実施中
2 2021年4月頃　～　継続実施中
3 2008年4月頃　～　継続実施中

	実施内容
	1 セキュリティガイドライン遵守状況の確認を目的に、グループ全体でチェックリストを用いた自己診断を毎年実施。
2 ①に加え、本社からグループ会社に対して第三者視点でのセキュリティアセスメントを毎年実施。
3 IT全般統制におけるセキュリティ管理の対応としてリスクコントロールマトリックスを作成し、定期的な評価を実施。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

